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　公害犯罪処罰法（r人の健康に係る公害犯罪の処
罰に関する法律」）は，公害原因行為者に対する
処罰の要求という世論の意識の高まりを背景と
して，昭和45年の第64回臨時国会（いわゆるr公
害国会」）において，水質汚濁防止法等計13の公
害関係法規とともに成立し，同年12月25日法律
第142号として公布され，翌昭和46年7月1日
から施行された1〕。
　その後，すでに約18年の歳月が経過したが，
その間にこの法律が適用されて下級裁判所のレ
ベルで有罪判決に至った事件はわずか4件であ
るにすぎない。これらはいずれもいわゆる「事
散型公害」に関するものであり，発生年代順に
挙げれば，昭和49年の日本アエロジル事件，51
年の大東鉄線事件，56年の石田晒彦株式会社事
件，57年の協和精練事件となる。後二者につい
ては，会社が起訴猶予処分とされ，従業員に対
しても罰金刑が科せられたにすぎないこともあ
り，各第一審有罪判決がそのまま確定し，一般
の注目を浴びることもなく終結した2〕。これに
対して，第一審で従業員に執行猶予つきとはい
え禁鍋刑が科せられ，またそれとともに会社に
も両罰規定により罰金刑が科せられた前二者
は，それぞれの判決が公害犯罪処罰法適用の第
一号有罪判決，第二号有罪判決でもあり，しか
も両事案とも，上記のように，本命の「構造型
公害」ではなく，「事故型公害」に関するもの
であるにすぎなかったので，非常に強い関心を
呼ぷこととなった。その後これら両事件につい
ては，いずれも控訴がなされたが，各控訴審も
それぞれの第一審の判断を是認し，有罪判決を
積極的に支持した。ところが，最高裁第三小法
廷は一昨年（昭和62年）9月に大東鉄線事件につ
き，また同第一小法廷は昨年（昭和63年）10月
に日本アエロジル事件について，相次いで，い
ずれも下級審判断の基本を覆す職権判断を示す
に至った。すなわち，二つの最高裁判決は，目
本アエロジル事件や大東鉄線事件のようなr事
故型公害」事件にも公害犯罪処罰法を適用しう
るという考え方をほぼ全面的に否定し，r会杜
は無罪，従業員は『業務上過失傷害罪』により
有罪」としたのであ孔そこで，これら両事件
は第一審段階とは別の意味で再び大きな注目を
集めている。
　本稿は，これら二つの最高裁判決を手掛カ・り
にして，公害犯罪処罰法の適用範囲という間
題，とくに「事故型公害」と同法の関係という
問題を検討しようとするものであ孔
　なお，r構造型公害」・r事故型公害」という
一対の概念には，必ずしも厳密な定義があるわ
けではないが，産業公害を発生現象別に分類す
る場合に，通常，企業設備の欠陥，防災システ
ムの不備もしくは欠如，生産計画の欠陥など構
造的欠陥に基づく公害を「構造型公害」とい
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い，これに対して，生産工程の運用上の欠陥，
たとえば原材料が粗悪晶であるとか，機械の故
障，現場担当者の不注意による事故のような生
産計画遂行上の欠陥による公害をr事故型公
害」と呼んでいる3〕。本稿でも，基本的に，両
概念をそれぞれこのような意義において用いる
こととする。
註
1）公害犯罪処罰法制定の経緯については，垣口克
　彦「公害犯罪処罰法の問題性」阪南論集　社会・
　人文・自然科学編17巻4号74頁以下参照。
2）石田晒彦株式会社事件と協和精練事件について
　は，田宮　裕・広瀬健二r人の健康に係る公害犯
　罪の処罰に関する法律」伊藤栄樹・小野慶二・荘
　子邦雄編『注釈特別刑法』第7巻（昭和62年）6
　－7頁，河合昌幸「人の健康に係る公害犯罪の処
　罰に関する法律」平野龍一・佐々木吏朗・藤永幸
　治編『注解特別刑法』第3巻（昭和60年）14頁以
　下参照。
3）大谷　実「故意一とくに未必の故意」藤木英雄
　編r公害犯罪と企業責任』（昭和50年）83－84頁
　参駄なお，藤木英雄「人の健康に係る公害犯罪
　の処罰に関する法律」金沢良雄監修r註釈公害法
　大系』第1巻（昭和47年）289頁は，「構造型公害」
　に代替しうる概念として「予定公害」を用いてい
　る。また，熊本水俣病刑事事件控訴審判決（福岡
　高判昭57・9・6高刑集35・2・85）は，「構造型
　過失犯」・r事故型遇失犯」という一対の概念を使
　用する。これについては，土本武司「『構造型」
　と『事故型』一水俣病事件控訴審判決（要旨）に
　接して一」判例タイムズ476号32頁以下参照。
I　二つの最高裁判決の出現
　1．日本アエロジル事件と夫東鉄線事件
　各第一審の判決理由に即して，日本アエロジ
ル事件と大東鉄線事件の概要を摘示すれば，つ
ぎのとおりである4〕。
　まず，目本アエロジル事件は，昭和49年4月
30日・日本アエロジル株式会社四日市工場にお
いて，タンクローリーで運搬してきたアエロジ
ル（二酸化硅素の微粒子）の製造原料である液体
塩素（液塩）を受け入れる作業をした際，未熟
な見習作業員のバルブ操作のミスにより，液塩
がパージライン配管に流出し，塩素ガスとなっ
て，生産工程中に生成される不要物の排出設備
であるシールポット（水封装置）および中和塔
丁・C・A排出口を経て，約3時間にわたって大
気中に流出して，工場風下一帯に拡散し，地域
住民多数が咽喉頭炎，鼻炎，接触性皮膚炎等に
罹患し，傷害を受けた，というものである。
　本件につき，第一審判決は，公害犯罪処罰法
第3条第2項を適用し，被告各従業員（同工場
製造課長・製造課係員，製造課技術員・見習従業員）
を禁鋼4月（執行猶予2年）に，被告目本アェロ
ジル株式会杜を罰金200万円に処した（津地判昭
54・3・7刑裁月報u・3・l19）。また，控訴審
判決も第一審有罪判決を積極的に支持した（名
古屋高判昭59・1・24高刑集37・ユ・1）。
　つぎに，大東鉄線事件は，昭和51年3月26
日，東大阪市にある大東鉄線株式会社の排水処
理場に設置された薬品貯蔵タンクから大量の塩
素ガスが放出され，付近住民が塩素ガスの吸引
により，急性上気道炎，急性気管支炎等の傷害
を受けた，というものである。すなわち，大東
鉄線株式会社は，鉄線・釘等の製造販売を業と
する会社であるが，その第二工場で行なってい
る釘製造工程中の電気メッキ作業から生ずるシ
アン・酸を合んだ有害な廃水を処理するため，
同工場内に排水処理場を設け，工場の廃水に添
加して中和処理するための薬剤として，硫酸お
よび次亜塩索酸ソーダを使用していたところ，
硫酸をタンクローリーで運搬してきた運輸会社
運転手が，硫酸タンクにホースで注入する際，
誤って次亜塩素酸ソーダのタンクに硫酸を注入
したため，化学反応によって大量の塩素ガスが
発生し，これが同タンク上部のマンホールロ等
を経て同処理場から大気中に放出されたのであ
る。
　本件につき，第一審判決は，公害犯罪処罰法
第3条第2項を適用し，被告排水処理場責任者
を禁鋼8月（執行猶予2年），被告大東鉄線株式
会社を罰金70万円に処し，それとともに被告タ
ンクローリー運転手を業務上過失傷害罪によ
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り，禁鍋1年（執行猶予3年）に処した（大阪地
判昭54・4・ユ7刑裁月報11・4・342）。本件にお
いても，控訴審判決は第一審判決を積極的に支
持した（大阪高判昭55・11・6高刑集33・4・320）。
　このように，これら両事件はいずれも突発的
事故による結果発生の事案であって，公害犯罪
処罰法の立案担当者が立法当時予測した「構造
型公害」のケースとは質的に異なるものであっ
れそれゆえに，両訴訟における最も基本的な
争点は，このような「事散型公害」に対して公
害犯罪処罰法が適用されうるのか，また適用さ
れるべきであるのかという点にあったといえ
る5〕。公判においては，この公害犯罪処罰法の
適用範囲という問題が，具体的には，この法律
の「排出」概念をどのように理解するかという
形で，解釈問題として争われたのであるが，両
第一審判決はいずれも，排出があったというた
めには，その原因が生産工程における運用面の
欠陥，落度であってもよく，放出された有害物
質が予定された廃棄物または不要物であること
を要せず，また放出が予定された経路をたどっ
てなされることを要せず・さらに放出が一時的
なものであってもよい6〕，というように，「排
出」概念を弾カ的に広く解釈することによっ
て，「事故型公害」を公害犯罪処罰法の適用範
囲に取り込む方向に大きく踏み出したのであ
り，両控訴審判決も第一審の判断をほぼ全面的
に支持するに至った。そして，このような方向
での解釈が判例において定着したかのように見
られていたのであるη。
　2．二つの最高裁判決
　ところが，まず最高裁第三小法廷は，第一審
段階では第二号有罪判決であった大東鉄線事件
について，つぎのような職権判断を示して，被
告会社については原判決および第一審判決を破
棄して無罪を言い渡し，被告従業員について
は，第一審判決認定の事実の範囲内で業務上過
失傷害罪に当たることが明らかであり，第一審
判決の科刑は同罪に当たるとした場合の科刑と
しても相当であるとして，上告を棄却した（最
判昭62・9・22刑集41・6・255）8，。
　「（公害犯罪処罰法）3条1項にいう『工場又は
事業場における事業活動に伴つて人の健康を害
する物質を排出し』とは，同法制定の趣旨・目
的，その経過，右規定の文理等に徴すると，工
場又は事業場における事業活動の一環として行
われる廃棄物その他の物質の排出の過程で，人
の健康を害する物質を工場又は事業場の外に何
人にも管理されない状態において出すことをい
うものと解するのが相当であり，人の健康を害
する物質の排出が一時的なものであることは必
ずしも同法3条の罪の成立の妨げにならない
が，事業活動の一環として行われる排出とみら
れる面を有しない他の事業活動中に，過失によ
りたまたま人の健康を害する物質を工場又は事
業場の外に放出するに至らせたとしても，同法
3条の罪には当たらないものというべきであ
る。」
　「本件事故は，工場の排水処理場内で発生し
たものとはいえ，単に廃水の中和に使用する薬
晶を工場内に受け入れる事業活動中の過失によ
り発生したものに過ぎず，事業活動の一環とし
て行われている廃棄物その他の物質の排出の過
程において人の健康を害する物質を排出した場
合ではないといわなければならないから，本件
事故につき同法3条を適用することはできない
ものというべきである。」
　なお，この判決には，裁判長裁判宮をつとめ
た坂上裁判官による補足意見と長島裁判官の反
対意見が付されている。
　つづいて最高裁第一小法廷は，第一審段階で
は第一号有罪判決であった目本アエロジル事件
についても，上記第三小法廷判決の多数意見を
そのまま引用した後に，つぎのように判示し，
第三小法廷判決と同一の判断を示して・被告会
社に対しては無罪を言い渡し，被告従業員4名
については，それらの各所為は各被害者に対す
る各業務上過失傷害罪に当たるものとした（最
判昭63・iO・27刑集42・8・1109）9）。
　「本件事故は，アヱ1］ジルの製造原料である
液体塩素を工場内の貯蔵タンクに受け入れる事
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業活動の過程において発生した事故であつて，
事業活動の一環として行つている廃棄物その他
の物質の排出の過程において人の健康を害する
物質を排出したことによつて発生した事故では
ないのであるから，本件事散につき公害罪法3
条を適用することはできないものというべきで
ある。」
　このようにして，相次いで下された二つの上
告審判決によって，「事故型公害」・事件にも公
害犯罪処罰法が適用されうるという下級審判決
の考え方はほぼ全面的に否定されることとなっ
れしかも，最高裁の基本的な立場はこのよう
な方向において固まったものと判断すべきであ
ると思われる10〕。
　なお，日本アエロジル事件最高裁判決は，近
年，理論上ならびに実務上において問題となっ
ている「監督過失」についても積極的な判断を
示しているのであり，この点においても注目に
値するものであるu｝。
註
4）第一審判決については，青山秀士「公害罪法に
　よる初の有罪判決一四目市アエロジル判決から
　みた公害罪法の解釈と問題点一」警察公論34巻
　6号48頁以下，石堂功卓「日本アヱロジルエ場塩
　素ガス流出事故第一審判決」ジュリスト718号207
　頁以下・板倉　宏「公害罪法適用初有罪判決一
　目本アエロジル四日市工場塩素ガス流出事件
　一」法令解説資料総覧10号219頁以下，立石雅
　彦「公害罪法におけるr排出』の意義一二つの
　第一審判決をめぐって」三重法経46号1頁以下，
　中山研一「公害罪処罰法の適用範囲一アエロジ
　ル塩素流出事件判決を契機として」判例タイムズ
　385号45頁以下，古橋　鉤「過失による有毒ガス
　の群出と公害罪法の適用一四日市アエロジルー
　審判決について一」法律のひろぱ32巻6号32頁
　以下参照。また垣口・前掲［註11〕］86頁以下も参
　照。
5）中山・前掲［劃4〕］45頁，48－49頁，石堂・前
　掲［劃4〕］208頁参照。
6）立石・前掲［劃4〕コ11頁参照。
7）板倉　宏「問われる公害罪法適用のあり方一
　．大東鉄線事件最高裁昭62・9’・22判決をめぐって」
　法学セミナー397号19頁参照。
」8）大東鉄線事件最高裁判決については，板倉　宏
9）
10）
u）
「公害罪法にいうr排出』の意義一大東鉄線事
件最高裁判決」法学教室89号80頁以下，同・前掲
［謝7〕］18頁以下，江藤　孝「公害罪法3条の罪
が成立しないとされた事例」ジュリスト910号168
頁以下，金築誠志「1　人の健康に係る公害犯罪
の処罰に関する法律3条1項にいうr工場又は事
業場における事業活動に伴つて人の健康を害する
物質を排出し』の意義　2　人の健康に係る公害
犯罪の処罰に関する法律3条の罪が成立しないと
された事例」警察研究60巻4号45頁以下，新村繁
文「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律
3条1項にいうr工場又は事業場における事業活
動に伴つて人の健康を害する物質を排出し』の意
義」法学新報95巻7・8合併号105頁以下参照。
　日本アエ1・ジル事件最高裁判決については，板
倉宏「日本アエロジル塩素ガス流出事故事件」
ジュリスト935号I59頁以下，伊東研祐「日本アエ
ロジル塩素ガス流出事故最高裁判決」ジュリスト
926号42頁以下，井上祐司r日本アエロジルエ場
塩索ガス流出事件」法学教室103号94頁以下，川
端博「監督遇失の内容と程度一日本アエロジ
ルエ場塩素ガス流出事故事件」法学セミナー413
号120頁，香城敏麿「1　人の健康に係る公害犯
罪の処罰に関する法律3条1項にいうr工場又は
事業場における事業活動に伴つて人の健康を害す
る物質を排出し』の意義　2　人の健康に係る公
害犯罪の処罰に関する法律3条の罪が成立しない
とされた事例　3　工場において原料の液体塩索
の受入れ作業に従事していた未熟練技術員が遇失
により塩素ガスを放出させて起した事故につき右
技術員を受入れ担当の斑に配置した製造課長と班
の責任者にも業務上過失傷害罪が成立するとされ
た事例」ジュリスト929号72頁以下，土本武司r公
害罪法3条1項にいう『工場又は事業場におけ
る事業活動に伴つて人の健康を害する物質を排出
し』の意義，ほか」判例タイムズ687号46頁以下
参照。
　井上・前掲［劃9〕］95頁，伊東・前掲［劃9〕］
45頁，香城・前掲［謝9〕コ72頁，板倉・前掲［註
19〕コ160頁参照。
　川端・前掲［註191］120頁参照。
皿　過失公害罪における「排出」概念
　1．狭義説と広義説
　前述のように，目本アエロジル事件と大東鉄
線事件におげる最大の問題は，これら両事件の
ような「事故型公害」に対しても公害犯罪処罰
「事故型公害」と公害犯罪処罰法--二つの最高裁判決を契機として--
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法が適用されうるのか・また適用されるべきで
あるのかという点にある。この場合，過失公害
罪を規定した公害犯罪処罰法第3条によれば，
「業務上必要な注意を怠り，工場又は事業場に
おける事業活動に伴つて人の健康を害する物質
を排出し，公衆の生命又は身体に危険を生じさ
せた者」が所定の刑罰を科せられることとなる
のであるから，上記の問題は，これら両事件に
おける従業員の行為が「排出」という要件を充
たすものといえるかどうかという点に帰結され
ることとなる12〕。なぜならば，これら両事件の
場合には，他の要件の充足については特に問題
となるところがないからである。また，問題を
一般化するとしても，おおむね，「事故型公害」
における行為者の行為も公害犯罪処罰法第3条
の「排出」行為に当たるとすれば，同法の適用
範囲が「事故型公害」にも及びうるのであり，
逆の場合には及びえない，というように論争点
を整理することができる。
　さて，公害犯罪処罰法第3条にいう「鉾出」
の意義に関しては．同法の立法当初から解釈上
の争いが存したのであり，この点は，現在にお
いてもなお十分な解決をみていない。
　まず，公害犯罪処罰法の立案担当者の解説に
よれば，「排出」とは，有害物質を自己の管理
の及ばない大気，水域等に出す行為をいうもの
であって，大気汚染防止法等と同じ意味であ
孔したがって，この法律では，「排出」以外
の「投棄」・「散布」・「飛散」・「もれ出」・「しみ
出」等の行為によるものは処罰の対象にはなら
ないこととなる。もっとも，この場合の「排
出」においても，必ずしも，排水溝，煙突等
の排出設備の使用が必要とされるわけではな
い13〕。立案担当者の一人であった堀田検事は，
このような解釈を前提として，「排出」概念に
つき，それは自己の支配外に出すこと一切をい
うのではなく，不要物として放出し，あるいは
流出させるような態様において出すことを意味
する，というように指摘されている14，。’
　このように，立案担当者の見解は「排出」概
念についてかなり限定的であり，少なくとも，
そこには，「排出」には「事故型公害」のケー
スをも合むという趣旨の明文の積極的な解説は
見られないのであるユ5〕。他の論者にならって，
このような見解を「狭義説」と呼ぷこととす
る。
　これに対して，r排出」概念について，上述
の立案担当者による「狭義説」と真っ向から対
立する見解がすでに立法直後から提唱されてい
たのであり，それは「排出」をより広く緩や加
に解するものであるところから，「広義説」と
呼ばれている。この見解の主唱者である藤木博
士によれば，有害物を含んだ生産物を流通過
程に置くような場合を除き，工場・事業場にお
ける事業活動の遂行上，事業主体によって管理
されている有害性のある物質を，事業主体の行
為（作為または不作為）によって，管理されてい
ない状態において事業所外の公衆の生活圏内に
放出すること，すなわち，放出・飛散・漏出・
流出・湊出・投棄等を広く「排出」と認めてよ
い。したがって，「排出」概念は，正規の排出
設備を通じて事業所外の公衆の生活圏に有害物
質が放出される場合ばかりでなく，事業所管理
者の予定していない方法（たとえば設傭の故障）
によって放出される場合をも合むこととなる。
藤木博士は，このように，公害犯罪処罰法上の
r排出」概念を大気汚染防止法等の公害関係行
政法規上のそれとは別個の概念としてとらえら
れるのであるが，博士は，その論拠を，正常な
企業活動の過程で正常な方法で大気や用水に放
出される有害物質の事前の行政規制を目的とし
た法規と，現実に被害ないし被害発生の危険状
態が生じている場合の司法的処理を目的とした
法規とでは，同じ用語であっても，その適用範
囲が異なることがあるのは当然であるという点
に求められている蝸。
　このような広義説が，「構造型公害」のケー
スだけではなく，「事故型公害」のそれをも，
明らかに「排出」・概念に合ましめようとしてい
ることは改めて指摘するまでもない。
　さて，藤木博士による広義説は，目本アエロ
ジル事件や大東鉄線事件というような具体的な
「事故型公害」と公害犯罪処罰法--二つの最高裁判決を契機として--
Page:5無断転載禁止。　
事件の発生以前にすでに提唱されていたのであ
るが，その後，日本アエロジル事件が発生する
におよんで，この現実の事件への公害犯罪処罰
法適用の可能性というきわめて具体的な問題を
も念頭において広義説を積極的に支持する見解
が相次いで表明されるようになる。
　すなわち，この段階で，まず石堂教授は，藤
木博士の広義説をさらに徹底して，端的に，工
場・事業場の事業活動から発生する有害物質を
事業所外に放出することを広く「排出」と認め
てよいという見解を述べ，有害物質の「排出」
を可能なかぎり広い概念でとらえて規制の効果
を徹底させるという立場においては，日本アエ
ロジル事件も処罰の対象になりうるという判断
を示されている1η。つぎに板倉教授は，目本ア
エロジル事件につき，津地方検察庁が公害犯罪
処罰法を適用して初起訴に踏み切ったことを紹
介し，その際に，事業所が予定していない散障
等で有害物質が放出される場合もr排出」に含
ましめることは合目的的解釈として許されると
いう見解を示されている工8〕。さらに，棚町検事
も，目本アエロジル事件を下敷にした設例を挙
げ，その検討を通じて，実務的立場から，広義
説を支持するという見解を表明されている19〕。
立法当初の法務当局の狭義説は，すでにこの段
階で，部内においても変更されつつあったもの
とも考えられる刎）。
　2．第一審判決の法理
　このような学説の状況のもとで，日本アエロ
ジル事件と大東鉄線事件の各第一審判決が短期
間のうちに相次いで下されることとなったが，
両判決は，「排出」概念について，広義説をそ
の論拠とともにほぼ全面的に採用したのであ
る21，。とくに大東鉄線事件第一審判決は，「排
出」概念を「事業主体がその事業場において管
理する人の健康に有害な物質を何人にも管理さ
れない状態において，工場事業場外の生活圏に
出すことをいう」と広く緩やかに定義し，排出
口以外の箇所から放出されても「排出」に当た
るし，また，「排出」といえるためには，その
原因が施設ないしは管理上の理疵によるもの
か，あるいは単なる機械操作上のミスによるも
のかは問うところでないし，さらに，「排出」
については，その放出の態様が，投棄，散布，
噴出，飛散，流出，洩れ出し，しみ出しか，ま
たそれらが一時的か継続的かによって区別する
理由もない，としてい孔日本アエロジル事件
第一審判決は・「排出」概念を積極的に定義せ
ず，弁護人の主張を排斥しながら，消極的な形
で判断しているにすぎないが，この場合も，
「排出」概念のとらえ方は基本的に大東鉄線判
決と同様である22〕。
　このように両第一審判決は，「排出」概念に
つき広義説を採ることによって，「事故型公害」
のケースを公害犯罪処罰法の適用範囲に取り込
むに至ったのである。
　前述のように，すでに日本アエロジル事件第
一審判決の前に，広義説を支持する立場から，
同事件への公害犯罪処罰法適用の可能性を主張
していた石堂教授や板倉教授がこれら両判決を
高く評価されたのはいうまでもないが23〕，それ
以外の論者もそれぞれ独自の観点からこれら両
第一審判決を支持する姿勢を示した。
　たとえば，中山教授は，「排出」の解釈とし
ては狭義説と広義説のどちらも可能なのであっ
て，どちらかに決定的な論理的優位性があるわ
けではないのであるから，この問題について
は，その実益と効果を念頭においた政策的決断
によらざるをえない，という基本的な考え方を
示したうえで，広義説を採用し公害犯罪処罰法
の適用範囲を「事故型公害」のケースにも及ぼ
すことの実益ないし効果を企業責任を問いうる
ところに求め，そのことを世論が要講し，また
解釈論的にも可能であるならば，そのこと自体
に反対する理由はない，という見解を表明され
ている24〕。また，立石教授は，藤木博士・石
堂教授の広義説が「排出」概念をあまりにも無
限定なものにすると批判し，公害犯罪処罰法の
「排出」を他の公害規制法と統一的に解釈すべ
きである，としながらも，そのような統一的解
釈によっても両第一審判決の具体的判断は支持
「事故型公害」と公害犯罪処罰法--二つの最高裁判決を契機として--
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しうるものと主張されている25〕。さらに，警察
実務の立場からも，基本的に両第一審判決に対
して賛意が表明されていることにも注意してお
く必要がある26〕。
　その後，各控訴審判決もそれぞれ第一審判決
の判断をほぼ全面的に支持したのであり，公害
犯罪処罰法の二つのコンメンタールも，広義説
を採用し，日本アエロジル事件と大東鉄線事件
の各下級審判決を積極的に評価している27〕。
　このようにして，「排出」概念につき広義説
を採り，そうすることによって「事故型公害」
のケースをも公害犯罪処罰法の適用範囲に取り
込むという思考方式は，学説と実務の双方にお
いてほぽ定着し，きわめて優勢であるかのよう
に思われていた2畠〕。米田弁護士のように，日本
アヱロジル事件と大東鉄線事件はいずれも立法
段階では適用外とされていた「事故型公害」の
ケースであり，公害犯罪処罰法の「拡張解釈」
によって同法が両事件に適用された，というこ
とを根拠にして各下級審判決を消極的に評価す
る論者は例外的存在であった29〕。
12）中山・前掲［劃4）］49頁参照。
13）佐藤道夫・堀田　力r公害犯罪処罰法の解説』
　（昭和47年）28頁，32頁劃2〕，前田　宏・佐藤道
　夫・堀田　力「r人の健康に係る公害犯罪の処罰
　に関する法律』について」法曹時報23巻2号259
　頁，262頁劃2〕，前田　宏r公害関係罰則概説』
　（昭和46年）32頁，37頁劃2〕。
14）堀田　カ「公害関係諸法におげるr排出行為』
　について」警察研究42巻5号4頁。
15）中山・前掲［劃4〕コ52頁劃3〕参照。
16）藤木・前掲［劃3〕コ286頁以下，同「公害犯罪
　の間題点O」警察研究42巻8号6頁以下。
17）石堂功卓「排出行為の意義」藤木英雄編r公害
　犯罪と企業責任』（昭和50年）49頁，50頁劃1〕。
18）板倉宏『企業犯罪の理論と現実』（昭和50年）
　89頁。
19）棚町祥吉r公害犯罪処罰法適用上の諸問題」警
　察学論集28巻9号58頁以下。
20）田宮・広瀬・前掲［劃2〕コ21頁参照。
21）金築・前掲［劃8〕］49頁参照。
22）　これら両判決の比較については，立石・前掲
　［劃4〕］10一五1頁参照。
23）石堂・前掲［註14〕］208－209頁，板倉・前掲
　［謝4〕］219頁参照。
24）　中山・前掲［劃4〕］50頁，5ユ頁。
25）立石・前掲［劃4〕］11頁以下。
26）青山・前掲［劃4〕］48頁以下。
27）　田宮・広瀬・前掲［註12〕］18頁以下，川合・前
　掲［註12〕コ30頁以下。
28）板倉・前掲［劃7j］18頁，同・前掲［劃81］81
　頁，金築・前掲［劃8〕］49頁，新村・前掲［註18〕コ
　109頁参照。
29）米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰一公害刑法と
　環境刑法」石原一彦・佐々木史朗・西原春夫’松
　尾浩也編r現代刑罰法大系」第2巻（昭和58年）
　183頁。
皿　最高裁判決の法理
　1．狭義説の採用
　上述のような学説と判例の状況のもとで，二
つの最高裁判決が短期間のうちに相次いで下さ
れることとなったのであるが，裁判所の判断の
主要部分はすでにI－2．において紹介したと
おりである。
　最大の争点である「排出」概念については，
この概念を独立に取り上げて定義する傾向のあ
った上述の学説・判例とは異なって，大東鉄線
事件最高裁判決は，「排出し」という文言を
「事業活動に伴つて」という文言と結び付けて
解釈し，そうすることによって，この概念に限
定を加えている30㌧すなわち，最高裁判決に
よれば，「事業活動に伴つて一・・排出し」とは，
工場・事業場における事業活動の一環として行
なわれる廃棄物その他の物質の排出の過程で，
有害物質を事業所外に何人にも管理されない状
態において放出することをいうのであって，事
業活動の一環として行なわれる排出とみられる
面を有しない他の事業活動中に，過失により有
害物質を事業所外に放出したとしても，過失公
害罪には当たらないのである。
　このように最高裁判決は，新たな視角から
「排出」概念を限定的にとらえようとしている
が，それは基本的には狭義説に与するものであ
る。したがって，そこに示された法理は，公害
犯罪処罰法の適用範囲を「構造型公害」のケー
「事故型公害」と公害犯罪処罰法--二つの最高裁判決を契機として--
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スに限定することにつながるものであるといえ
る31〕。もっとも，事業活動としての排出の過
程で発生した事散については，過失公害罪の成
立する余地が残されていると考えられるので，
最高裁判決によっても，「事散型公害jのケー
スヘの公害犯罪処罰法適用の可能性が完全に排
除されたわけではないが，当該ケースについ
て，同法の適用場面が著しく制限されたことは
疑いない。この点については，むしろ逆に，き
わめて稀であると思われるケースヘの適用の余
地を残した最高裁の判断の不徹底さと不明確さ
が聞われることとなるであろう。いずれにして
も，このような最高裁判決によって，公害犯罪
処罰法はこれまでの唯一の運用実績であった部
分を失うこととなったのである鋤。
　これら二つの最高裁判決に対しては，下級審
判決を支持する立場を従来より明らかにされて
いた板倉教授をはじめとする多くの論者から厳
しい批判ないし消極的評価が与えられたが33），
この段階に至り，最高裁の採った狭義説を基
本的に支持する見解も表明されるようになっ
た34、。
　2．狭義説の根拠
　さて，大東鉄線事件最高裁判決の多数意見
は，狭義説を採ることについて，ただ公害犯罪
処罰法飼定の趣旨・．目的，その経過，同法第3
条第．1項の文理に徴すると，それが相当である
と説示しているにすぎないが，裁判長裁判官を
つとめた坂上裁判官の補足意見が，その点につ
き，つぎのような理由を挙げている。すなわ
ち，①多数意見の狭義説は文選上も妥当であ
る。②公害犯罪処罰法が立法されるに至った社
会的背景や立法過程およびその前後における立
案担当者の説明によると，狭義説を採るのが妥
当である。⑧広義説においては，公害犯罪処罰
法の適用範囲があまりにも広がりすぎる。④広
義説では，工場・事業場におけるものとはい
え，一般の業務上過失致死傷罪と異なるところ
がない態様の事故についてまで，過失公害罪の
成立を認め，両罰規定を適用することとなる。
　しかし，①の文理解釈としては，「排出」概
念について，狭義説と広義説のどちらも可能で
あることは従来から指摘されているところであ
って35〕，多数意見・補足意見が新たに提唱し
た「排出」と「事業活動に伴つて」という二つ
の文言の一体的解釈にもそれほどの説得力があ
るとも思えない。ただし，この問題に関して
は，広義説の基礎には，合目的的解釈による文
理の拡張があり，狭義説のそれには，’謙抑的な
解釈による文理の限定があるという点に注意し
なければならないであろう。また，③の公害犯
罪処罰法の適用範囲の広狭という問題について
は，狭義説が正しいとすれば，広義説による適
用範囲は不当に広すぎるのであり，逆に広義説
が妥当であるならば，狭義説によるそれが不当
に狭すぎるという関係にあり，この問題それ自
体をもって両説の優劣を決することはできな
い。
　したがって，補足意見の挙げた理由を素材に
して狭義説と広義説の優劣を検討するという場
合には・②の立法者意思ないし立案担当者の説
明という問題と④の両罰規定による法人処罰と
いう問題が重要な検討事項となる。
　まず，立案担当者が公害犯罪処罰法の適用場
面として立法当時予測したのは「構造型公害」
のケースであり36〕，「排出」概念については，
前述のように，’狭義説の立場に立っていたこと
は，’ζれを率直に認めるぺきであろう。そし
て・このことは，立法者意思を推知させるもの
として尊重されなげればならない柵。また，
論者の指摘するように，たしかに・国会審議等
においては，狭義説への立脚や「事故型公害」
の除外を裏付けるような議論はなされていな
い3畠㌧しかしながら，むしろ逆に，r事故型公
害」に焦点を合わせた議論がまったく出ていな
いということ自体が，当該ケースヘも公害犯罪
処罰法の適用範囲を及ぼすという思考が立法
者の念頭になかったことの証左であるといえ
る3帥。この点につき，国会審議における立法
当局者の説明は，無事法案を成立させるため，
公害犯罪処罰法制定によって企業活動が制約さ
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れるのではないかといった反発をまねかないよ
うに留意したものとも受け取れる，・ということ
を根拠にして，立法者意思が狭義説であったこ
とを否定する論法40〕は，少なくとも刑事立法
における立法者意思の究明が問題とされている
ところでは，妥当なものとはいえないように恩
われる。
　もちろん，坂上裁判官の補足意見自体が認め
ているように，立法者意思ないし立案担当者の
説明が成立した法律の解釈を拘束するものでは
ないが，立法後それほどの歳月が経過していな
い刑罰法規の解釈にあたっては，立法者意恩を
尊重した謙抑的な立場からの限定解釈が可能で
あれば，それが基本的に支持されるべきであろ
う。
　つぎに，両罰規定による法人処罰についてで
あるが，これは，前述のように，「排出」概念
につき広義説を採り，r事故型公害」のケース
ヘも公害犯罪処罰法の適用範囲を及ぼす場合の
実益ないし効果としてとらえられてきたもので
ある’1㌧公害犯罪処罰法を制定する意義は，
具体的には，①実害発生以前の危険段階で処罰
が可能であること，②両罰規定を設けたことに
より，企業そのものの処罰が可能であること，
お去び③推定規定を設けたことにより・因果関
係の存在を立証する困難が緩和されたこと，に
あるとされた。ところが，①については，目本
アエ1コジル事件と大東鉄線事件は，両者とも
に，実害が発生したケースであって，刑法の業
務上過失傷害罪の適用も可能なものであった
（最高裁判決は実際にこの罪を適用した）。また，③
についても，両事件においては，事故と結果と
の間の因果関係は明確であり，推定規定が問題
となる余地はなかった。したがって，これらの
点に関しては，この法律の適用の意義はまった
く示されてはいないこととなる。．そこで，下級
審判決については，法人処罰の肯定が，業務上
過失傷害罪を適用した場合との決定的な相違と
してとらえられ，また企業自体の刑事責任を初
めて追及したというように，きわめて重要視さ
れたのである4刎。
　しかし，この問題については，とくに「構造
型公害」のケースにおいて企業そのものの処罰
の必要性がきわめて大きいのであり，坂上裁判
官の補足意見が指摘するように，立法者はこの
ようなケースを想定して両罰規定を設けたと考
えることが自然であるといえよう。一般の工場
災害のケースについては，業務上過失致死傷罪
が適用され，法人処罰は不可能なのであるか
ら，公害犯罪処罰法の制定により「事故型公
害」のケースにおいても法人処罰が可能になる
というのであれば，一般の工場災害のケースと
の調和という点において，そのこと自体が独立
に十分に検討されるに値する聞題であったと思
われる。しかしながら，同法の立法過程におい
て・この種の問題が検討された形跡はまったく
存しないのである。本来「構造型公害」を想定
していた公害犯罪処罰法が制定されたことに伴
い，一般の工場災害のケースと基本的に異なる
ところがない態様の「事故型公害」のケースに
おいても，たまたま，企業そのものの処罰が可
能になっただけであるということであれば，そ
のことを実益ないし効果として極端に重要視
し，広義説を採るという政策的決断の唯一の根
拠とするのは必ずしも適切な判断とはいえない
であろう。
　なお，「事故型公害」をも含む工場災害ない
し企業災害に関しても法人処罰（企業そのものの
処罰）が社会的に要請されるというのであるな
らば，．刑法典上の業務上過失致死傷罪につ．いて
も法人処罰規定（両罰揮定）を設けることが立
法問題として検討される必要があるといえるよ
うに思われる側。
　以上の検討によれぱ，最高裁判決の法理に
は，基本的に支持しうるだげのものが含まれて
いることとなる。それは，「厳格解釈」という
刑罰法規解釈の原点に立ち返り，公害犯罪処罰
法の適用を本米そうであるべき範囲に限定しよ
うとしたものと評することができる44〕。
　経済成長の鈍化等によって大規模な公害があ
まり顕出しなくなったという状況の変化を理由
に公害規制の緩和を求める産業界の意をたいし
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た動きのなかに最高裁判決を位置付けるといっ
た政治的な読み込み45〕は，少し穿ち過ぎた見
方といわざるをえないように思われる。
30）金築・前掲［劃8〕コ49頁，江藤・前掲［劃8〕］
　170頁，土本・前掲［謝9〕コ51頁参照。
31）板倉・前掲［劃7〕］18頁，同・前掲［劃8〕］80
　頁参照。
32）金築・前掲［劃8〕コ54－55頁参照。
33）板倉・前掲［劃7〕コ18頁以下，同・前掲［劃8〕］
　80頁以下，伊東・前掲［劃9〕］42頁以下，井上・
　前掲［劃9〕コ94頁以下，土本・前掲［謝9〕］46頁
　以下。
34）江藤・前掲［註18口168頁以下，金築・前掲［註
　⑧］45頁以下。
35）中山・前掲［謝4〕］50頁参照。なお，井上・前
　掲［劃9〕コ95頁は，文理解釈としても広義説が優
　越性をもっ，とする。
36）中山・前掲［劃4〕］45頁，50頁，52頁，立石・
　前掲［劃4〕］3頁等参照。
37）川合・前掲［劃2〕］31頁参照。
38）新村・前掲［劃8〕］I15頁，土本．前掲［劃9〕］
　54頁参照。
39）金築・前掲［劃8〕］52頁参照。
40）板倉・前掲［劃7〕コ20頁，同・前掲［劃8〕］81
　頁，同・前掲［註19〕］160頁。．
41）伊東・前掲［劃9）］46頁，井上・前掲［劃9）コ
　95頁・土本・前掲［劃9〕コ49頁，田宮・広瀬・前
　掲［劃2〕］2ト26頁も，この点を重視する。
42）ξg点については・垣口・前掲［註ω］88頁参
　照。
43）この点については，垣口克彦「法人処罰の問題
　性一法人処罰論の’現状と課題一」阪南論集
　社会科学編22巻3号14頁以下参駄
44）板倉教授も，「刑罰法規の厳格解釈という見地
　からすると・最高裁が示した解釈も，一つの解釈
　として理解されないではない」とされる（板倉・
　前掲［劃9〕］161頁）。
45）板倉・前掲［劃7〕コ21頁，同・前掲［劃9〕コ161
　島なお・伊東・前掲［劃91］47頁参照。
むすぴにかえて一今後の展望一
　日本アエロジル事件と大東鉄線事件の各第一
審有罪判決が相次いで出現したとき，広義説の
提唱者である板倉教授は，これらの判決が公害
から公衆の生命・身体・健康を守るという社会
的要請にこたえ，公害犯罪処罰法のザル法化に
歯止めをしたのであり，その意義は少なくな
い，というように高い評価を与え，それととも
に，これらの判決が公害問題に対する刑事司法
の積極的姿勢を示したものとして，今後，少な
からぬ影響を及ぽすであろう，という予測を示
された46〕。また，石堂教授も，両第一審判決
をきわめて高く評価するとともに，これら両判
決によって公害犯罪処罰法の存在意義がさら
に高められた，という認識を示されたのであ
る例。
　もちろん，それに対して，立石教授のよう
に，これら両事件は公害犯罪処罰法の予定する
典型的な事例でもなく，また同法の意義を十分
に示すケースでもなかった，というように両第
一審判決を冷静に受け止めた刑事法研究者も決
して少なくはなかった48〕。
　さて，すでに別稿において検討したように，
公害犯罪処罰法の実効性はきわめて疑わしく，
同法の立法方針そのものの妥当性にも少なから
ぬ疑問があるといわなければならない49〕。こ
のような疑問に対して，広義説の提唱者は，公
害犯罪処罰法の適用範囲を「事故型公害」のケ
ースヘも及ぽすことによって，同法の存在意義
を強調しようとしたものとも考えられる5ω。
しかしながら，そもそも，そのような思考方式
は刑罰法規の解釈・運用としてはやはり邪道で
あるといわざるをえないし，また，たとえその
ような考え方が許されるとしても，「事故型公
害」のケースヘの適用が本命の「構造型公害」
のそれへの適用という間題に何らかの影響を与
えるようなことはほとんど考えられない。その
うえ，今回の二つの最高裁判決によって「事散
型公害」への適用の途もほとんど閉ざされてし
まった。したがって，公害犯罪処罰法の今後の
展望に関しては，「構造型公害」と「事故型公
害」のいずれの場合にも，悲観的な見通しが示
されざるをえないであろう。
　あるいは・公害犯罪処罰法の存在意義の低下
を防止しようとする論者の側からは，このよう
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な二つの最高裁判決の出現を契機として，「事
故型公害」のケースヘの適用を睨んで，「排出」
概念を「放出・流出・漏出・散布」に改めるな
ど，公害犯罪処罰法を実のあるものにするため
の立法措置の必要が説かれるカ・もしれない5D。
しかし，この法葎の実効性ないし存在意義の欠
如は，「排出」概念の拡大といった方法で補わ
れうるものではないし，またそのような方法で
補われるぺきでもない。
　それよりは，公害犯罪処罰法については，そ
れを今後とも，立案担当者が立法当時に予定し
たままの形で，公害犯罪防止の象徴的法律とし
て残しておくことの方が，まだしも，少しは優
れた方策であるともいえるであろう。なぜなら
ば，「事故型公害」の場合についても，それが
事後的に公害犯罪処罰法によって処理されるこ
とが決して望ましいのではなく，やはり現場労
働者への安全教育をも含めての保安・防災シス
テムの事前的な行政規制こそがより重要でなけ
ればならないからである52〕。
　ζこでも，公害原因行為の事前防止という見
地においては，行政規制と行政刑法的方法によ
る抑止が有効性と適合性をもつことを再度指摘
することをもって53〕，本稿のむすびにかえるこ
ととしたい。
46）板倉・前掲［劃4〕］219頁。
47）石堂・前掲［劃4〕］208頁。
48）立石・前掲［劃4〕］4頁。なお，米田・前掲
　［註⑫9］182－183頁，垣口・前掲［劃ユ〕コ88頁も
　参照。
49）垣口・前掲［註ω］71頁以下参照。
50）立石・前掲［劃41］4頁が．このような考え方
　の存在を紹介している。
51）第一審判決の段階で，板倉・前掲［註14〕］227
　頁。広義説の主唱者である藤木博士も，従来カ・
　ら，立法論的には「排出」概念に「放出・流出・
　散布・投棄」を含めること，あるいはこれにさら
　に「漏出」を加えることが考慮されて然るぺきで
　ある・と述べられていた（藤木・前掲［謝3〕］289
　－290頁）。
52）　中山・前掲［劃41］52頁，垣口・前掲［註（1〕コ
　89頁参照。
53）　この点については，垣口克彦「公害犯罪立法問
　題に関する一考察一改正刑法草案における公害
　犯罪の新設について一」阪南論集　社会科学編
　18巻4号46頁以下参照。
　［追記］
　日本アエ1コジル事件最高裁判決は「監督過失」に
ついても積極的な判断を示している。「事故型公害」
のケースにおいて刑事責任を問われる者の範囲とい
う問題設定との関連においても，監督過失の問題に
は触れておきたいところであった。しかし，本稿は
特別号に掲載される予定であり，そのため紙数に制
限がある。残された紙数でこの問題を論じ尽くすこ
とは不可能であるから，「監督過失」の検討につい
ては他日を期することとしたい。
　　　　　　　　　　　（1989年7月13日受理）
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